
様式第１号
案件概要書
	１　案件名
　　「県民経済計算推計用パソコン賃貸借」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	２　納入期限　　　　令和８年１１月２７日(金)　

	３　参加資格
　　　所在地区分　　　管轄内又は準管轄内
　　　企業区分　　　中小企業
　　　業種（格付け）　　賃貸 （Ａ・Ｂ・Ｃ）
　　　地域区分　　　中央、東部、西部、北部又は秩父
　　　その他　　　埼玉県電子入札共同システムに電子認証の利用者登録を完了　　　　　　　　していること

	４　質　　問
　　　質問期限　　令和８年１０月　２日(金)　午後　５時　００分
　　　回答期限　　令和８年１０月　６日(火)　午後　５時　００分
　　　回答方法　　　入札情報公開システムの発注図書ファイルに掲示

	５　提　　案
　　　提案期限　　令和８年１０月１３日(火)　午後　５時００分
　　　結果通知期限　　令和８年１０月１５日(木)　午後　５時００分
　　　結果通知方法　　入札情報公開システムの発注図書ファイルに掲示

　　※　｢例示銘柄｣以外の物品で、見積りの提出を希望される方は、別添の提案協議書にカタログ等添付して提出してください。仕様を満たすことが確認できない物品での見積りは認められません。　

	６　見積提出期限　　　令和８年１０月２１日(水)　午前１０時００分

	７　開札日時　　　令和８年１０月２１日(水)　午前１０時１５分

	８　その他注意事項
（1） 参加資格を有する複数の者からの見積りの提出がない場合は、開札せずに中止します。また、複数の者からの有効な見積りの提出がない場合は不調とします。 
（2） 電子証明書の変更（再取得）が間に合わない場合などの理由により電子入札システムで見積りの提出ができない者が参加を希望する場合は、「紙入札（見積）参加承認申請書」を提出し、事前に承認を得てください。 
（3） 以下に該当する者は本発注案件に参加できません。 
（1） 発注案件を公開してから契約の相手方を決定するまでの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱（平成２１年３月３１日付け入審第５１３号）に基づく入札参加停止の措置を受けている者 
（2） 発注案件を公開してから契約の相手方を決定するまでの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱（平成２１年４月１日付け入審第９７号）に基づく入札参加除外の措置を受けている者


                          担当　課所名　埼玉県総務部統計課
　　　　　　　　　　　　　　　　担当者氏名　経済分析担当　渡邉　力翔
　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先　TEL：０４８－８３０－２３２７
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX：０４８－８２２－３７５８
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：a2300-07@pref.saitama.lg.jp　
様式第２号
質問票　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
年　　　月　　　日
　（宛先）

　　埼玉県総務部統計課長　宛


	商号又は名称
	

	担当者名
	

	電話番号
	










　　次のとおり質問を提出します。（資料の添付　有り・無し）
	案件名
	県民経済計算推計用パソコン賃貸借

	納入場所
	埼玉県庁本庁舎３階統計課　埼玉県さいたま市浦和区高砂３丁目１５番１号



	質問事項
	質問１





質問２





質問３






　※仕様等への質問を上記に記載し、案件概要書に記載されている「質問期限」までに、統計課宛てに電子メール、ファクシミリ、持参又は郵送等でお送りください。
　※質問の内容によっては、資料等を添付してください。
　※契約希望者全員に関係する質問があった場合は、案件概要書に記載されている「回答期限」までに入札情報公開システムの発注図書ファイルに掲示します。


様式第３号
提案品協議書
年　　　月　　　日
（宛先）

　埼玉県総務部統計課長　宛

	商号又は名称
	

	担当者名
	

	電話番号
	










　「県民経済計算推計用パソコン賃貸借」の提案について
　下記の物品について、仕様を満たすものとして提案しますので、別添のカタログ等を参照の上、確認してください。
	提案品目
	メーカー名
	銘柄・型式
	· 定価（円）

	


	
	


	


· 定価は消費税及び地方消費税を抜いた金額とします。 
· 例示銘柄以外で仕様を満たす物品について提案を希望する場合は、必要事項を記入の上、提案品が仕様を満たすことを確認できるカタログ等とあわせて、統計課宛てに電子メール、ファクシミリ、持参又は郵送等でお送りください。 
· 提案は、質問に対する回答を確認した後、案件概要書に記載されている「提案期限」までに行ってください。 
· 仕様を満たすことが確認できた銘柄は、案件概要書に記載されている「結果通知期限」までに、入札情報公開システムの発注図書ファイルに採用銘柄として掲示します。

